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1．はじめに 

ため池は全国で約 20 万箇所存在し，その

うち受益面積 2ha 以上のものは約 6.1 万あ

り，江戸期以前及び不明のものは約 70％，

明治・大正期は約 20％，昭和以降は約 10％
が該当する．その中には，かんがいの機能

が失われて，廃止を検討せざるを得ないも

のも含まれている．一方で，地域性を具現

化し，良好な農村景観や生物多様性を保持

しているものもある 1)．  
 平成 22（2010）年，農林水産省によって，

全国のため池から，一定基準に基づき，特

に秀でた特徴を有している「ため池 100 選」

が選定された．また，国際かんがい排水委

員会（ICID）による世界かんがい施設遺産

に登録されて，日本の灌漑技術が世界的視

野でみても優れていることを，実物を持っ

て証明しているため池もあり，現在も新た

な申請と登録が継続されている 2)．  
 選奨制度から漏れてしまったものの中に

も，地域にとってかけがえのない土木遺産

としての価値を有すると考えられるため池

も少なくない．  
本稿では，ため池全般を対象に，ため池

と“土地”や地域との関係性に着目した土

木遺産評価及び管理・利活用の考え方につ

いて，検討を行う．  
2．土地を重視した評価視点 

土木遺産には，構造物（モノ）に焦点を

あてて構造物そのものの技術・意匠・系譜

を評価する見方と，土木施設を土地と合体  

 

した構造物と捉えて，土地を重視する見方

がある．土地に焦点をあてる見方は，「土地

を構成要素とするシステム」と，土木施設

が「土地にかかわる歴史」を評価視点とす

る 3)，4)．  
ため池を「システム」として捉えたとき，

取水～圃場～排水までの利水・治水システ

ム全体が対象となる．構造物（モノ）が廃

止・撤去された場合，構造物が存在した位

置（土地）が重要になる．ため池本体やそ

の周辺環境だけでなく，導水路や水田の効

用や多面的機能等も組み入れて評価するこ

とができる．  
「土地にかかわる歴史」は，文献調査や

現地調査，ヒアリング等によって，土木施

設が地域・都市・国土とかかわって蓄積し

てきた歴史を明らかにする．土木遺産（土

地＋モノ）は，明らかにされた歴史の物的

証拠（語り部）となる．抽出された歴史的

内容や物語は，公園のレイアウトやデザイ

ン，地域学習，観光等に利活用できる．  
3．管理・利活用 

 土木施設を土地と合体した構造物と捉え

て，そこから生じる利益を検討した既往研

究に，新沢・華山と志村の研究がある．  
新沢は，『農業剰余価値形態論』（1954 年）

で，農業によって土地から生み出される利

潤の形態を検討し，得られた知見は，土地

改良だけでなく，治水，発電，鉱山など「土

地に合体する資本が大きな意味を持つ分野」

である土木事業一般にも役立つとした  5)．  
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新沢・華山はため池について，『水利の開

発と調整』（1978 年）で，宅地造成に起因す

る無秩序なため池の廃止に対し，代替水源

を用意するなど計画的な廃止や「緑地水面

公園」としての活用など，国土・地域・都

市計画にも踏み込んだ対策案を提言した 6)． 
志村は，44 年前の 1975 年の論文で，水

利団体の変化がもたらす新しい経営像とし

て，次の二つの組織形態を示した 7)．  
①土地改良区内における借地企業経営（水

使用者）と土地持ち労働者（水利権者）

への分解  
②土地改良区の再編成と新たな地域農業の

組織化に基づく地域的水管理組織  
 ため池の土木遺産利用を検討する場合，

その利益の享受者は，地域・都市住民全体

となるため，土地改良区の本来の役割の範

疇を超える．地域産業や地域全体との関係

が深まり，上述した②の方向にシフトする

と考えられる．  
一方で，ため池の廃止や新たな利活用は，

新たな土地改良区や地域内外の組織との連

携をコーディネートする市町村の役割への

期待を増大させることになる．  
土地や水などの地域資源を利用した土木

事業によって得られる利益やそれらを取り

扱う実務は，制度などによる国や県への誘

導が加わらない自然な状態では，市町村に

帰属する性質がある 8)，9)．  
地方自治への模索が続く現代において，

実際に，市町村に実務が集中して処理能力

の限界を超過しているという声も聞かれる．

十分な注視が必要である．  
4．利益の地域への還元 

土木遺産として認識された土木施設は，

一般的には，なんらかの文化的な整備事業

が施行されるが，整備だけで終わらせず，

地域の経済活動や生活に循環的に組み込み，

利益を地域に持続的に定着させる企画やし

くみが必要である．  

土木遺産の利活用形態は，一義的な「一

次利用」と二義的な「二次利用」の 2 種類

がある 10)．ため池の場合，前者の「一次利

用」は，農業利用である．後者の「二次利

用」は，観光，レクリエーション，福祉，

地域学習等であり，都市農村交流に寄与す

る“まちむら資産”としても期待できる．  
 農村振興とのかかわりの中で考えること

が重要であり，市町村の役割がますます大

きくなることが予想される．  
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